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組織的な依頼
―中国の「台湾同胞投資企業協会」に対する支配方法とその効果―
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１　はじめに

（1）問題意識

2005年、中国は「反分裂国家法」を制定した。同時に台湾の国民党主

席である連戦氏を招き、中国訪問が行われた。そして、いわゆる「反台独

統一戦線（台湾独立反対戦線）」が結ばれた。これ以来、中国の対台湾政

策は、その意義と性質において巨大な変化が生まれた。一般に、多くの学

者は、これを一種の政治的な調整と見ている。「独立反対」と「統一促進」
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という戦略上の順序を変えて、戦術においては、「確実かつ機敏に」、「柔

らかくは、さらに柔らかく、硬くは、さらに硬く」、「台湾人民に希望を寄

せる」「権利を賦与して、利益を移譲する」などのスローガンを採取し、

これらに応じたアクションを実行するようになった。

台湾企業は、中、台関係の重要な役割を果たしている実行者である。一

方では中国経済に莫大な貢献をなし、その一方で台湾企業は中、台関係に

おいて政治的、経済的、社会的な特殊機能を有する存在となっている。

よって、中国の対台湾政策において注目の的となっている。

深く掘り下げて言えば、中国側の主要な政策には、台湾企業に対するさ

らに多くの実質的な措置、たとえば権利賦与・利益移譲と、「台湾同胞投

資企業協会」（以下「台資企業協会」と略称する）に対する浸透および支

配とを反映されている。そして、これらを主要な内容とされている。対台

湾政策の転換と中国の採った権利賦与・利益移譲の措置については、中国

と台湾の学術界において多くの整理と研究がなされている
（ 1 ）
。ただし、中国

が如何にして各種ルートを介し台資企業協会と台湾企業を掌握して行くの

か、そして政治的、経済的、社会的、文化的な影響をどのように醸成して

きたのか、その結果は如何なるものか、これらについては系統的な分析が

皆無である。本論文は視点を変えて、これらに関連する問題に分析と検討

とを加えることを重点とする。

中国は、改革、開放以来、国家と社会の関係に変化が現れた。このため

中国と民間団体組織の関係を伝統的に分析する場合には、伝統的な「国家

中心主義」の観点を採れば、必然、解釈の可能性の不足という問題が現れ

る。いわゆる「国家中心主義」とは、中、台双方の相互の活動に対して、

北京政府が完全に体現された「国家自主性」（state autonomy）と、「国家

強制力」（state capacity）とを有して干渉することを指す。国家は、民間

の団体組織の影響を受けず、その意思は領土の範囲内にあるそれぞれの社

会階級、階層と団体を貫く。言い換えれば、カール・ヨアヒム・フリード

リッヒとズビグネフ・ブレジンスキー（Carl Joachim Friedrich and Zbigniew

Kazimierz Brzezinski）の定義した「一党独裁（Totalitarian Dictatorship and
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Autocracy）」体制の下にあって
（ 2 ）
、台湾企業が自身の理性による選択を存在

させることは不可能であり、自身の自主的な発展のロジックを有すること

もない。

だが、このような分析は、明らかに「時空の見誤り」である。中国政治

の発展、および台資企業協会に対する支配を誤って改革、開放前を背景と

した時空に誤って置くものである。

これとは逆に、つまり相対的に言えば、「社会中心論」は一種の「方法

論的社会主義（methodological socialism）」と言える。その定義付けの基礎

は、政治学的多元主義に確立され
（ 3 ）
、また国際関係の新自由制度主義理論の

基本的仮説上に構築される。政治多元論（pluralism）について言えば、現

代社会の権力は異なる社会団体、利益団体と階級に分散することを強く主

張し、政府もまた社会体系の一環とする。国家の政策推進は、各種の異な

る「仲介組織」の利益が集合し、折衝、妥協を経た結果である。そうであ

るからこそ、多元主義者の「誰が統治するか」という論述が存在する
（ 4 ）
。こ

のような観点の下、立論者は、西洋の多元主義の構成を以って、改革、開

放以来の台湾企業と台資企業協会との作用、効能を分析した。

だが、このような分析は、別の見失いを生み出した。すなわち、台湾企

業の行動に十分な理性と選択の自由があれば、台資企業協会の組織は十分

な自主性を有することになる。一党独占の国家体制と政治的権威主義に

は、どうも社会の変数に対する抑制と制御は存在していないようで、しか

も国家の能力と鎮圧能力を失っている。

目下、中国、台湾の関連する研究は、中国政府の台資企業協会の政策に

対して合理的な判断を欠いている。台資企業協会の政治、経済および社会

への効能についても、さほどの論述をしていない。さらに、国家中心論と

社会中心論に対する分析は、あまりにも偏狭であって、ここから解釈不足

といった現象が出現している。したがって、新規な分析の枠組みを構築す

ることはことさら重要であって、学術的な意義を含むものである。
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（2）方法論

①　新制度主義

新制度主義者は、理性選択理論の方法論の基礎に対して懐疑、批判を投

げかける。そして、個人の行為は単に個人の動機、策略、理性的な思考か

ら解釈できるものではないとし、かつ個人に影響を与える動機、策略、理

性の背後にある構造条件と環境の要素を考慮しなければならないとしてい

る。ただし、新制度主義は、これら環境の要素が社会全体の政治、経済、

社会構造、もしくは総体的な意識形態を指すことに同意しない。これら

は、むしろ個人の行為に影響を与える「中間層」制度の環境だとしてい

る。個体から総体を解釈しようと、もしくは総体から個体を解釈しよう

と、解釈項と被解釈項との間の因果関係における時空の距離について言え

ば、いずれも遠すぎる
（ 5 ）
。新制度主義は、この二者の長所を結合して欠点を

補おうと試みるとともに、中間層の制度によって個人の行為と相対的な社

会の特性を解釈しようとした
（ 6 ）
。

方法論について言えば、新制度主義は古典的制度主義と行為主義とを折

衷した一つとみることができる。全体主義と個体主義との間における論議

の調和を図り、両者の間に介在することから、「中間層理論」と見做すこ

とができる。これは観点の位置を交換することではなく、また「簡易化さ

れた合併」でも「純粋な論証」でもない。ミクロ能動者とマイクロ構造と

が合体した一種の「論証有機体」である。能動者と構造は2本のそれぞれ

独立した線のようなものであって、緊密に絡み合った状態にある。別の一

面からみれば、観念は能動者と構造から分離されて処理される。観念と

は、別途本体論上に構造体となるものであって、この種の物体と相対的な

対立の要素となるものである。したがって、構造と能動者が互いに連動す

るのみならず、別途観念と能動者とが組成されている「構造生成循環」が

存在する
（ 7 ）
。

②　コーポラティズム

開発途上国の継続的な政治、経済の低度発展による苦境を解決、もしく

は十分に解釈することができないことから、1960年代末から1970年初頭
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にかけて、比較政治学者たちは早期発展論に対する研究の道以外に、その

他可能性のある理論を探し始めた。その内の一つにコーポラティズム

（Corporatism）がある。その研究へのアプローチは1979年代に出現した。

これは、他の可能性を持つ理論の典型と見なされ、比較政治学界の注目を

集めている。多元論（pluralism）モデルの数多くの歴史、経済もしくは政

治的仮定に対して、コーポラティズムが別途実行性のある理論の選択を提

供するからである
（ 8 ）
。

多元主義と同様に、コーポラティズムは一種の歴史研究のアプローチを

描写したものであるとともに、かつ一種の政治的、社会的意識の形態でも

ある。また、一種の研究のルートでもあり、権勢を振るう政治体制の干渉

を受けようと、その事実は何ら損なわれるものではない。言い換えれば、

一種の「国家と社会の関係」の描写である。コーポラティズムは一種の利

益を代表する体系と見ることができる。そこには、それぞれの組成分子

が、単一の強制的、非競争的特性を備え、かつ階層が制限されながらも効

能が分化された、限りある（利益の）カテゴリーに組み込まれている。彼

らはリーダーを選択し、ニーズと支持とを整合して国家の監督とコント

ロールに委ね、国家の認可と特許を取得した。そうしてこそ、彼らは当該

（利益の）カテゴリーにおいて、独占的な代表性を常に保持することがで

きる
（ 9 ）
。一般にコーポラティズムは、3項目の基本的な仮定のテーマを有す

る。すなわち、①強大な国家の力量に対する考察、②社会の変革に応じて

利益団体に与える自由と、その活動に対する制限を如何にコントロールす

るか、そして、③如何にして団体の利益を国家体系の一部分に組み入れる

か、である。彼らは国家の機関に向かって、その構成員の利益を表すこと

に責任を負うのみならず、同時に国家機関の管理と政策の執行に対しても

協力する
（10）
。

多元主義に比して、コーポラティズムによる国と利益団体との関係は、

些か公式的であり、数量に限り有る利益代表体系と言える。その根拠とな

る定義から言えば、多元主義は、無数の団体が互いに競争する利益代表体

系である。彼らが国家機関のコントロール、もしくは指揮を受けることは
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稀である。甚だしくは根本的に受け付けない。その利益団体は、国家機関

に対して自主的な地位を有していると言える。さらに、多元主義者から見

れば、国家は仲裁の役目を演じている。利益団体の競争に対する仲裁、調

停であって、彼らを支配するわけではない。コーポラティズムの理論のモ

デル下にあっては、国家はさらに積極的な役割を演じる。それぞれの利益

団体の協調を図るのみならず、団体を組織し、認可し、どの利益団体を政

策決定と制定の過程に編入させるべくかについて責任を負う。また、通常

コーポラティズムは社会団体と国家との間に公式な関係、もしくは法定の

関係が存在することを認める。この点において、多元主義の理論のモデル

に比してすこぶる異なる。多元主義の仮説によれば、国家と利益団体との

関係は非正式かつ隔離したものである
（11）
。

コーポラティズムの政治的文化は絶対主義哲学、神的権威、そして有機

社会の観点に基づく。この種の思想は、権威的な政体に適合し、大衆の民

主に対して懐疑的な態度を保持する。この種の文化から言えば、国家とは

社会秩序を維持する主要な力を整合したものだと認めることができる。同

様に、社会とは異なる権利、義務による地位によって構成された階層の秩

序であると考えることができる
（12）
。コーポラティズムは比較政治学の領域を

国家研究に改めて回帰させるものである。仮に国家が利益団体間の競争の

仲裁者のみならず、自我の目標を有する、偏った積極的行為者だとすれ

ば、国家と社会団体との関係の重要性は、社会団体層度の関係を遥かに超

える（もしくは、少なくとも同等である）。故に、多元主義（自由主義路

線）と強権主義（社会主義路線）以外に、実行可能な第三の路線を提出す

ることによって、これら二種類のタイプに明確に帰属できない一部の政

権、制度、政策内容をして、さらに大きく、かつ柔軟性を有するカテゴ

リーを選択させるもの、と言える。すなわち、コーポラティズムも、利益

協調体系の選択と制度の設計に関心を寄せ、その利益代表を整合して政治

体系に編入させ、特定の社会、経済および政治の目的を達成させるものと

言える。

総じて言えば、コーポラティズムは社会科学の研究に対して、次に掲げ
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る啓発をもたらした。先ず、「新自由主義／多元主義民主体制」と「マル

クス／強権独裁政体」の簡易な二分法以外に、実行可能な選択項目を生み

出した。次に、その焦点を「政治構造と制度」と「国家と社会の関係」に

置いた。これらは、従前の研究の過程において、常に疎かにされてきたも

のである。最後に、国家機関を社会団体間の衝突を調停する特別な権威を

有するものとした。さらに、それら団体を選択して代表とし、かつ行使す

る代表的な権利を限定することができるものとした。

③　埋め込み特性とつながりコミュニティ

「埋め込み」もしくは「埋め込み特性」（embeddedness）は、経済社会

学の重要な観念である。埋め込みの理論は、カール・ポランニー（Karl

Polanyi）の思想の中で最も早く形成された。彼が思うに「経済活動の社

会構造に埋め込まれる」現象は、第一次産業革命期の社会の産物であっ

て、現代社会においては、このような埋め込みの現象は存在しない。マー

ク・グラノヴェッター（Mark Granovetter）は、一方ではカール・ポラン

ニーの解釈を批判している。彼が思うに、埋め込み的理論で社会の経済的

生活と関連する社会構造を仔細に見詰めれば、第一産業革命期の社会であ

ろうと、その後の工業社会であろうと、埋め込み現象が常に存在している

ことが分かる。当代資本主義社会において、経済活動は別途、異なる方式

でネットワークと社会構造の中に埋め込まれている
（13）
。

また、「つながりコミュニティ」も、本論文で関心を寄せる一つである。

中国と台湾との民間交流は、多くの新たな非政治的行動者を派生させたの

みならず、同時に各種機能に関連する綿密なネットワークを構築した。学

者は、往々にして「連鎖団体」、もしくは「関係ネットワーク」なるキー

ワードを用いて、これらに関連する意義の内容を描写する
（14）
。中国と台湾と

の間に築かれた「つながりコミュニティ」と「関係ネットワーク」とは、

次に掲げる何項かの意義を備える。すなわち、先ず多数の社会的機能は経

済活動の動機が延伸してなるものだ。特に、経済的利益のもたらす誘因が

そうである。次に、伝統的な経済活動のほとんどが中国の政治構造に埋め

込まれている。それは一種の単一指向性を有し、かつ対称を形成しない社
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会への埋め込みである。行動者の大半は台湾企業であって、しかもその行

為のほとんどは中国大陸内部で発生する。その次に、新規な形態の社会的

埋め込み（複合型埋め込み）が生まれ始め、直接もしくは間接的な（委託

－代理人）行動が台湾国内の構造内で発生している。しかも、行動者は日

増しに多元化している。中国と台湾との社会的関係は幾重にも織りなさ

れ、かつ互いに埋め込まれている。このため、対台湾政策である統戦の対

象と政策の内容とにも調整を加え変転させなければならなくなった。中国

国内の各種行動者（およびその関連する関係ネットワーク、たとえば台資

企業協会）を積極的に引き入れる以外に、同時に代理人を介して「導入

し、出て行く」なる効果を発生させて、対台湾政策を直接台湾の実態的な

社会の内部で扶持し、世論を醸成させるようになっていた。

上述する「つながりコミュニティ」の理論を整理してみると、次に掲げ

る啓発が得られる。先ず、つながりコミュニティは中国、台湾社会の関係

ネットワークに「空間化」、「動態化」、「機能化」を内包させる。これは双

方の民間交流上頻繁に見られる現状に符合するのみならず、さらには綿密

に交錯する行動者グループの社会的意義を掌握させるものとなる。さら

に、つながりコミュニティを分析すると、その過程において「社会資本」

の概念が派生する。この「社会資本」の概念は、ある種の特定された行動

者グループとコミュニティに対して、何物にも代えがたい貴重な社会的機

能を幾多ももたらす。のみならず、これらの機能は関係ネットワークにお

いて、さらに継続して、経済的貨幣に類似する「存在量」、「交換」と、お

よび「生産」に繋がる「社会資本」の概念を創出する。

④　組織的な依頼

古典的な「ソ連的体制」において、レーニン主義による党国体制と、指

導型経済体制は、共産党統治の二大支柱であった
（15）
。中国について言えば、

「単位体制」（Danwei regime）は社会主義体制による都市の運営において

最も具体的な組織形態である。計画経済の運営は中央の権威と官吏の執行

に頼らなければならず、政治の安定は個人の服従を基礎とする。「単位」

とは、まさにそこにおいてキーポイントとなるインターフェイスである。
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それは、労働者社会の経済的ニーズを満足させるのみならず、さらには、

共産党政権の組織と社会のコントロールのための重要なツールでもある
（16）
。

この種の計画体制に適応するように設立された単位体制は、政治、経済、

社会の三位一体の機能を兼ね備え、行政的、閉鎖的、単一的性質を特徴と

し、社会を整合するための重要な管理方式となるものである。

国家は、単位を介して、その影響力を社会生活のそれぞれの階層に浸透

させる。アンドリュー・ウォルダー（Andrew Walder）は「組織的な依頼」

（organized dependence）と「原則を有する特殊主義」（principled particular-

ism）などの概念を以って中国国営企業である「単位社会」の権力運営と、

それによって引き起こされる人身依頼現象を描写した
（17）
。社会の階層面から

言えば、単位体制の下において社会の構成員は、その行為が単位に整合さ

れる。単位は個人のニーズを満足させ、個人に身分と地位を与える。そし

て個人の行為を支配する。単位と個人との間には、「支配－従属」の関係

が形成され、社会整合の作用を実践する。国家の階層面について言えば、

国家は、社会資源の再分配と、単位に対する行政上の権力のコントロール

を介して、唯一の資源のサプライヤーとなり、国家と単位との間に「支配

－従属」の関係が形成される。そして異なる階層の単位によって構成され

る社会への整合作用の生成を達成する。このようにして、国家－単位－個

人の三社間に完全な「支配－従属」の結びつきが形成される
（18）
。
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２　中国統一戦線における台湾企業のマイクロ条件とミクロ条件

（1）マイクロ条件の分析

①　政治的条件―全体の台湾企業に対する調整と変転

胡錦涛が面しているのは衝突しつつも再組成される政治構造の内容であ

る。中国は、常に「国家統合主義」を政治経済の基本的な枠組みとしてい

る。だが、各種の動態構造の変転によって引き起こされる衝突と、権力の

アンバランスは、旧態依然とした枠組みをして解体に追いやり、合法的な

危機をもたらす。かかる動きが表現された階層は、国際社会、中国の国内

社会および中国と台湾との関係の三つの階層面に出現している。

国際社会について言えば、それは主に「中国脅威論によるマイナスのイ

メージ」からやって来る。中国経済が発展を遂げれば国際社会は、北京政

府がその強大な国力を統合して既存する国際政治体系による局面を改変さ

せようとするのではないか、と憂慮する。この種の「修正主義国家」の行

動は国際間の衝突を招く。中国の国内に見られる階層面について言えば、

それは主に「経済社会のリスクと衝突」からやって来る。アンバランス、
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傾いた発展政策は重大な社会問題である「三農（農村、農業、農民問題を

指す。経済格差などを含む中国の社会問題）」、「三差（都市と地方の格差、

貧富の格差、沿海部と内陸部の格差）」を引き起こしている。これに加え、

市場秩序の混乱、生産効率の低減、レントシーキングと汚職問題が頻繁に

伝えられ、中国経済の危機を招き、社会の安定に影を落としている。中、

台関係については、それは主に「中、台関係の偏向と脱線」からやって来

る。中国の台湾に対する政策は、一種の絶対的な宰領制であって、圧迫と

アンバランスの関係である。その作為は、本質的には一種の上下関係で

あって、中央の地方に対する「統治」である。台湾が民主化を推し進め、

主体的な相関論理を打ちたてると、対台湾政策は硬直状態に陥り、受動的

な局面となった。三種類のアンバランス関係に面し、北京当局が全体的

な、構造的な論述を構築できなければ、北京政府は合法性の欠乏という困

却に陥るであろう。したがって、胡錦涛にとって「平和論述」の構築は、

目下の急務となっている。

この研究で明らかになったことであるが、外部構造について言えば、北

京当局は、主に「平和の始動」、「平和の発展」、そして「調和した世界」

を中国脅威論に対する反応の基礎としている。「外から内へ」、「内から外

へ」、この二種類のルートを分析することによって、「国際体系」と「経済

社会の発展」との関連性をリンクさせることができる。「内向性」によっ

て発起された論理的演算の下において、同時に柔軟な権力の操作を介し

て、「北京の共通の認識」による政治経済の発展スタイルを構築しようと

している。その意図するところは、以下の説明にある。すなわち「中国の

政治経済の発展は特殊性を有するが、ただしこの種の発展は平和で温和な

ものである。国際社会の現状を改変しようと意図するものではない」

内部構造について言えば、北京当局は「調和した社会」と「科学的発展

観」を経済社会の危機、リスクに対する反応の基礎としている。極端にね

じれた国家の社会関係を改善するために、中国政府は政府と市場との関係

を調整し、政府の職能を改善し、かつ国家の能力を再構築して、大規模な

資源への協調と再分配を行おうとしている。その意図するところは、「改
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革を漸進する前提下において中国の経済発展の内容を調整することによっ

て経済の成長を追求し、同時に効率を重視し、公平な分配という問題を重

視する」ことにある。

「平和の発展」と「科学的発展観」という主軸の下にあって、中国は

「中、台関係は中国の平和的発展のキーポイント」であること、そして

「中、台関係は科学的発展観を前提とし、社会を調和したものとすること

を内容としなければならない」ことをさらに体感した。言い換えれば、対

台湾政策は、内外の「平和の論述」を互いに融合させなければならず、そ

れは、中、台関係と、対台湾政策は、世界平和発展の潮流、地域の安全と

安定、中国経済近代化のためのニーズ、台湾の政治経済発展とそのニーズ

……などといった要素と互いに結合させなければならないことを意味す

る。かかる前提の下にあって、「台湾独立反対」と「台湾人民に希望を寄

せる」とが、胡錦涛の対台湾政策の主軸となった。「台湾独立反対」は、

外在する「平和の発展」および「現状を動かさない」ことの意義との間に

対話を進行させる。それは台湾内部の一部政治勢力と利益の基礎を形成す

るものでもある。「台湾人民に希望を寄せる」は、「調和した社会」および

「科学的発展観」の内容と軌道を連結するものであり、中国国内と台湾の

社会問題とを、共同の構造条件と政策計画の下に置いて思考させるもので

もある。

国家の能力に対する観点から言えば、中国の伝統的な対台湾政策は「政

府の機敏性の喪失」と「政策の傾き」であると見ることもできる。鄧小

平、江沢民時代の対台湾政策を仔細に観察すると、それは一種の統御、圧

迫、そしてアンバランスな関係であることが分かる。本質から言えば、

「上層対下層」、「中央対地方」の「統治」の心理状態である。簡単に言え

ば、この種の互いの連動は、その過程において一種の伝統的な党国体制の

「専制能力」（despotic power）を体現したものであるが、現代の国家が強調

する社会への浸透、影響を高める能力、そして人民をして国家に賛同させ

る「基礎能力」（infra-structural power）ではない。胡錦涛の対台湾政策と

対台湾政策を再構築する国家能力を密接な関係を有するものであって、か
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かる改革はいくつかの階層面における意義を備えるものと筆者は考える。

戦略の高度な思考から言えば、「台湾独立反対」は重要な意義を有する。

というのも、中国は、中、台関係の平和論述と国際的要素、そして台湾内

部の政治的要素とを明らかに相互結合させているからである。これは「国

際社会」と「国内社会」の善意の改善を具現させるためのものである。ま

た、「台湾独立反対」の論述は、北京当局にとって戦略上の高度な意義を

備える。合法的な角度から言えば、「台湾独立反対」は、中国の対台湾政

策に内在するロジックと政策の伝統性との間に矛盾と衝突を生み出すもの

ではない。中国は、これは「特殊な時空条件の下における過渡的な作為」

に過ぎないと宣することができる。さらに重要な点は、「台湾独立反対」

と「統一の促進」との間には、目下のおよび未来の政策の連続性と関連性

が存在していることである。

基本のロジックについて言えば、その目標は、対台湾政策の「基礎能

力」を再構築することにある。そして、「経済力」と「ソフト・パワー」

を基礎とし、各種の誘因と優遇措置を介して「台湾人民の市場に希望を寄

せる〔寄希望台灣人民市場〕」、および「台湾島に浸透し、社会を構成する

家庭に浸透し、台湾人民の心の中に浸透する〔入島入戶入心實質化〕」の

効果を達成させようとするものである。その具体的な操作は全体的な経済

計画を構築する過程において、国家能力の機能的なガイドを介し、市場の

力と経済的カードの支配下で、台湾内部の異なるコミュニティーグループ

のニーズにしたがって異なる交流の議題をデザインすることによって、各

種の誘因を台湾内部の政治的な連動と経済社会の実際のニーズの中に直接

「埋め込む」ことにある。言い換えれば、中国は「台湾人民に希望を寄せ

る」の作為で「議題化」、「実体化」、「埋め込み化」などの効果を得ようと

するものであって、台湾内部で世論を醸成させて影響を与えた後、「代理

人」もしくは「メッセンジャー」の引率によって。最終的に「導入し、出

て行く」なる政策の目標を完成させるものである。

運営の目標について言えば、北京当局は中、台関係と全体的な中国の政

治、経済発展の脈動とを互いに結合させたいと望んでいる。すなわち、従
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来の伝統的な対台湾政策の「政治的ロジック」に「経済社会のロジック」

を融合させ、かつ「北京を中心とする」の本位主義から「台湾を中心とす

る」に向かって発展させようとしている。こうしてこそ、過去における対

台湾政策と国内の政治、経済発展に対する埋め込み性が低く、連結性が堅

牢でないという問題を解決することができる。よって、一方では中国の政

治、経済資源を台湾政策の各種の行動に注ぎ込み、他方では「統治・管

理」の概念を導入し、「基礎能力」を構築すると同時に、中、台関係にお

ける「国家と社会」の関係を改変させることが叶う。北京政府が十分な国

家能力を有し、「科学的発展観」の指導の下に、中、台関係における資源

の効率的な分配を進行させることによって、「調和された社会」の意義を

体現することができる。これは、中、台関係と中国経済社会との関係を一

体化した際に、「内部化」の効果が効力を発生させることを意味し、中、

台関係は北京当局の設定した「統一のロジック」に向かって発展する。

②　経済社会の条件―中、台貿易の構造と社会的ネットワークの変遷

・権利の賦与、利益の譲渡、和平の弥縫

中、台関係に「政治には冷めきり、経済に熱くなる」もしくは「鋏状価

格差（price scissors）」の問題が出現した原因は、主に江沢民、鄧小平時

代の対台湾経済貿易政策にあまりにも多くの「政治的ロジック」と「単一

の方向性」の思考が存在していたことによる。これに加え、中国が自身で

擁する経済資本に適切な効率化を図らなかったことにもよる。胡錦涛に

とって、経済貿易の互いに傾いた構造は、中、台経済貿易関係に「貿易の

依頼」、「投資の依頼」、「産業の依頼」、「輸出の代行」、「競争における優勢

の低落」、「産品差異の縮小」……などの現象を生じさせるものであるが、

これらは胡錦涛の対台湾政策に対して、相対的に有利な外部の環境を提供

するものである。仮に、中、台経済貿易関係に「自主性」、「機能性」、そ

して「逆転不可」の特性が存在するのであれば、胡錦涛の対台湾経済貿易

関係政策の調整は「人為的全体計画」にて表現されるであろう。

胡錦涛の理性的な選択と対台湾経済貿易政策は、主に「和平の論述」の

基礎上に構築されており、「権利を賦与して利益を移譲する〔放權讓利〕」
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は、北京当局が十分に運用すべき経済資本の手段となっている。その目的

は「経済的誘因」の操作を介して、「平和を弥縫する〔補貼和平〕」の過程

において、政治・経済の割れ目をなくすという段階的な目標を達成するこ

とにある。段階的な目標が達成されれば、台湾の経済発展はすでに中国の

全体的な脈絡の中に埋め込まれているため、中国はさらに一歩進んで各種

の「統一工程」を制定し、推進させることができる。

政治の前提以外に、台湾人民に与える経済的誘因と多利益政策は、台湾

人民の実際の利益を出発点とし、異なるグループに対して異なる誘引の態

様をデザインするものである。かかる手法は、主に、江沢民時代の「実態

を伴わない口約束」および「経済的資本を如何に利用するかわからない」

といったイメージを改変するためのものである。このような利益の賦与は

一方的であって、かつ多元的である。つまり如何なる行為であろうと、も

しくは身分であろうと、一旦、中、台関係、または中国内部と関係すれ

ば、それだけで具体的な優待と経済的な多利益が得られる。かかる政策

は、自主権が中国の手に握られている。これらの政策の内容は、台湾政府

の同意を得たり、もしくは協議を経たりする必要がないばかりか、さらに

は、かかる方式によって台湾政府の公権力と主権の合法性を弱化させるこ

とができる
（19）
。

・中、台経済貿易関係の内部化と埋め込み効果

胡錦涛が構築したいと願う一揃いの政策計画は、中、台関係と中国内部

の経済的な社会の発展とを互いに結合させるものである。具体的で、巨額

の経済的誘因を提供する場合、同時に中、台関係を中国全体の経済的な社

会の発展の枠組みに埋め込み、封入する。こうしてこそ台湾は、中国の政

治経済体系のニーズと依頼から抜け出すことができなくなる。このような

戦略的観点を実現させるためには、同時に中国内部の経済的に好ましい条

件を台湾に提供する必要がある。よって、中国は、その伝統的な「計画経

済」の思惟を改変させ、資源分配のロジックを調整しなければならない。

こうしてこそ、対台湾政策と、北京当局の推進させる「国家能力の再構

築」、「国家の職能の調整」そして「統治・管理観念の導入」とが融合す
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る。「第11次五カ年規画〔十一五規画〕」と「海峽西岸経済区（台湾海峡

の西岸、福建省を主体とした地区および珠江デルタ、長江デルタを含む地

区）」は、その鮮明な実例である
（20）
。中国の関連する政策行為以外に、国民

党と共産党の合作によって生み出された議題と宣伝効果、台湾企業の経済

的行為による生産のクラスタ・エフェクトなどのいずれもが重要な配合要

素となる。ここから明らかなように、中国の台湾政策は、すでに台湾内部

の政治と連動し、経済社会のニーズに対して「埋め込み的特性」を形成し

ている
（21）
。

中国、台湾社会の関係構造には、すでに「多元的に分化し、互いに埋め

込みあう」といった典型的な特質が出現している。民間交流が頻繁とな

り、社会的ネットワークが日ごとに緊密かつ複合化して行くといった前提

の下にあって、北京当局はさらに多くの社会的資源を有することから、統

一戦線の各種の施策を有利に進行させている。このような統一戦線は、主

に綿密な社会的ネットワーク、および中国、台湾の関係ネットワーク内に

存在する「代理人」、もしくは「仲介交流組織」を介して、その操作を進

行させる。そして、ここから両国の交流のテンポと方向性を主導し、双方

の社会的関係に存在する「構造上の空隙」を埋めて、情報の落差の問題を

解決したいと望んでいる。そして、中国は最終的に「政治の同化」と「心

象の転化」の効果を達成しようとしている。

伝統的な台湾企業の社会関係の経営と操作以外に、中国、台湾の行動者

の多元化と接触、交流が頻繁化になるにつれて、新興の行動者も出現する

ようになった。「台湾人民に希望を寄せる」に関連する統一戦線の施策を

確実に実現させるために、正に前掲の分析の如く、中国当局は台湾社会の

異なるグループと行動者のいずれに対しても、異なる利益の誘因と交流の

形式を制定している。社会資本の角度から思考すれば、中国は中国、台湾

の関係ネットワークにおけるエージェントと仲介組織を介して各種の統一

戦線の施策を積極的に推進させているといえる。これらの連動の過程は積

極的な社会資本の蓄積と長期の合作による信頼を基礎とする。
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（2）ミクロ条件の分析―台湾企業の経済的行為と社会組織のエフェクト

中国は、台湾企業に対して施行する政治的、そして経済的政策を空洞化

した自我の論証の基礎ではなく台湾企業の客観的な経済的生産と、社会組

織の雰囲気の中に築いている。簡単に言えば、台湾企業と台資企業協会と

は、特殊な経済的生産行為と社会的ネットワークを有している。このよう

な経済社会の意義を理解してこそ、はじめて中国政府の政策の実質的効果

を深層に至るまで分析することができる。深く入りこむといえば、関係

ネットワークの観念が批判するのは、「純粋な理性」と「完全な経済人」

の概念である。そして、社会構造の経済に有益な、もしくは邪魔になる表

現を相当な程度までに強調し、かつ社会制度と社会関係の造りだす経済行

動の過程を説明する。その主な概念について、社会学者のマーク・グラノ

ヴェッター（Mark Granovetter）の言を借りて言えば、行動者が経済的行

為を行う場合、固より自己の理性による計算と嗜好とを有する。ただし、

その行動は社会の人的関係の中で進行する。したがって、その行動は社会

の脈絡の制約をかなりの程度まで受ける。すなわち、経済行動は社会制度

の中への「埋め込み」（embedded）である
（22）
。

これは、台湾企業と台資企業協会の行動が、固より理性による選択を基

礎とすることを意味する。その利益と効用とを最大限なものにするための

考慮があると言えるかも知れないが、ただしその行動は、やはり中国全体

の政治的、経済的、そして社会的環境の中に存在する。台湾企業と台資企

業協会とは、いわゆる「完全な理性」を擁しているわけではない。その経

済的行為は「限りある理性」、もしくは「情景的な理性」に近いものであ

る。中国の台資企業協会に対する政策は、完全なる国家中心主義による一

種の表現だとは言い切れない。経済的な理性の支配と台資企業協会との連

動の過程において、伝統的かつ政治的な統一戦線とは異なる思惟も派生す

る。言い換えれば、中国の政策は、一方で台湾企業と台資企業協会との行

動の基礎となる条件を構成する。台湾企業の経済的行動も、政府の政策の

背景を形成する。台資企業協会と政府の政策は互いに埋め込み合い、関連

性を発生させる。
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①　産業の分業ネットワーク

・関係ネットワークと信頼の構造

産業のネットワーク間における合作は、中小企業をして大企業が持ち得

る規模の経済条件と競争の優勢とを補うことができる。しかも、台湾企業

のネットワークは定評のある特色を備える。すなわち、弾力性を備える産

業の分業である。その擁するコスト節減と効率を追求する面での優勢は、

分業から派生した製造の過程における「協力関係」を介して、互いをサ

ポートする協力ネットワークを構築するとともに
（23）
、独特の外注と委託作業

制度を創作した。台湾の産業間における労働力と資源の動員は、つまりこ

のような協力ネットワークの下にあって効力を余すところなく効果を発揮

し、誇り高き経済上の奇跡を創造した。深く掘り下げれば、このような関

係ネットワークは「信頼」の基礎上に構築される。多くの研究は、信頼を

社会の核心的な価値と看做し、ここから経済的成功の原因を分析してい

る
（24）
。言い換えれば、経済的行為は天性の理性を備えず、社会構造の制約の

影響を受ける。企業間の信頼は、一連の合作と連動とを経てはじめて発生

する。というのも、契約の締結は企業間の約定を保障するのみならず、別

途信頼上の基礎の上に築かれ、互いの信頼構造を形成して取引のコストの

低減を求めることも保障するからである。

・関係ネットワークと台湾企業の経営形態

この種の経済社会における生産スタイルは、台湾企業の間において特に

明らかであって、西洋の値段交渉の契約方式と異なる。台湾企業の基幹部

分とパートナー企業との間においては、常に関係ネットワークを合作の媒

介としている。深く入り込んで言えば、台湾企業は、国内においては「信

頼」上に構築された関係ネットワークを善用してビジネスネットワークを

形成する。この本来のネットワークの経験を以って、国外投資を行う場合

に複製して運用可能な資源としている。生産ネットワークは、一種の社会

的な構築であるのみならず、絶え間なく人的関係を改変させるネットワー

ク内に、絶えることなく埋め込まれている
（25）
。

台資企業協会間の協力ネットワークの関係を理解すると、台湾資本の企
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業が西進して中国に投資する際に、現地の技術と原料を配合させることが

できないことから、「ネットワーク全体の移植」を目指す戦略で中国現地

における不足を補っていることが分かる。その方法は、旧来の協力ネット

ワークを核心メーカーの西進に随行させるものである
（26）
。したがって、台湾

産業が有する弾力的産業分業は、その分業、コスト節減に優勢な協力ネット

ワークの全体が、中国現地に出現することになる。台湾企業が過去におい

て顕示した高品質、低コスト、期限内の納品といった能力は、やはり中国で

一様に再現することができ、同様に外國メーカーから厚く信頼されている。

②　生産クラスタの集合効果

・生産クラスタ・エフェクトの経済的意義

いわゆる産業クラスタとは、現地の自然状況（たとえば台湾南投県は水

源地域に近いことから、食品関連でも飲料水メーカーが集中する）、もし

くは同一の性質を有する上流、下流産業の体系的な集結（たとえば、台中

県豊原の木工機械業者と彰化県和美の紡績業）によって産業が集合してク

ラスタ現象を形成することを指す。一般に、複数の中小企業は、それぞれ

産業価値のリンクにおける一部分を分業し、ここから企業ネットワークを

形成している。このような方法を採用する原因は、主に中小企業の資源が

限られていることにある。中小企業間には、正にこの種の奇妙な相互信頼

と共生関係が存在していることから、企業ネットワークに頼ってこそ、は

じめてマーケットにおける競争能力を強化することができる。

産業のクラスタ・エフェクトは、経済学においては、以前からは関連す

る研究がなされていて、マーケットには、ある空間に自然と集合する趣が

備わっている。イギリスの経済学者アダム・スミス（Adam Smith）は、

その「国富論」において、分業とマーケットの範囲との関係に言及し、こ

れら業種の発展と産業のクラスタ・エフェクトの概念は密接な関係にある

としている。経済学の論述において、「外部経済」（External Economics）

と、「規模の経済性」（Scale Economics）と、および産業クラスタの概念

とは、密接な関係にある。

専門の人材、機器、原料の提供、運送の利便性、そして技術の拡散に
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よって構成される「外部経済」の進行を介して、地理的なクラスタと技術

拡散の状況が形成されるものと見られている。ノーベル経済学賞を受賞し

たアメリカのポール・クルーグマン（Paul Robin Krugman）は、経済地理

学の角度からニーズに供給する上での空間的影響を分析した上で、クラス

タ・エフェクトには三種類の利点があると指摘する。すなわち、一、特定

の産業の技能的労働力の市場を提供する、二、専業化した製品の生産、

三、情報のオーバーフローである
（27）
。バーバード大学経営大学院教授マイケ

ル・ポーター（Michael Eugene Porter）の認めるところによれば、企業競

争の優勢の角度から見て、一つの地域において部品を提供する上流の業

者、マーケッティングを行う下流の業者、および互いに補い合える製品を

提供する製造業者を含む関連業者等、ならびに関連する技能、技術を有す

るその他業種の製造業者等は、クラスタ・エフェクトを介して競争力を形

成し、かつ競争においてその優勢を発揮することによって、市場経済にお

ける生存と発展に対し基本的な保障を有することができる
（28）
。総じて言え

ば、クラスタ・エフェクトは次に掲げる特徴を有する。

表1　クラスタの基本的特徴

経済的規模 集団のクラスタ・エフェクトを形成する外部規模経済。
専業化した分業と、協力して取得する外部範囲経済。

投資活動

区域内の優勢な産業の優良化した組み合わせは、融資の
機会を獲得させることができる。共同で築いた信用賃借
担保基金を有し、現地金融機関のサービスなどによる間
接的な融資の機会。

技術者の供給 外部経済を介して、現地で十分な労働力を供給できる
マーケットを形成する。

技術の拡散と創造

企業、仲介業者、そして研究機構がネットワーク方式で
連動して新機軸を創造する。内蔵する包含的な経験と技
能は現地で容易に伝播する。というのも、競争力と合作
の関係は密接で、技術の集団内の拡散速度は極めて迅速
で、オーバーフローの効果を容易に獲得できるからだ。

管理方式
取引の低コストを頼りに、マーケットと組織とを仲介す
るネットワーク組織を形成し、管理の効果を最大限に高
める。

資料：王緝慈『創新的空間－企業群聚與區域發展』（北京：北京大學出版社、
2001年）20頁。
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・台湾企業の中国における生産クラスタ・エフェクト

第一波として中国に赴き投資した台湾企業とは異なり、90年代になって

台湾から輸出した産業は、内包するネットワーク分業体制と、生産販売ネッ

トワークの関係で、下流の製造業者が移転すると、台湾の中、上流業者を顧

客とする業者も、これに従って移転した。また、その他の国の関連作業も

急速な発展を遂げたことから、台湾の若干の利益率の比較的高い伝統的産

業と労働力密集型産業も、徐々に対外投資を始めた。ここに至り、第二波

の産業海外移転が始まった。このような背景の下、中国情報産業の輸出能

力は台湾業者の力を得て急成長し、関連商品の輸出数値も急速に増加した。

台湾企業が中国に投資した初期の頃の地域的分布をみると、中国開放の

程度と、優遇政策の措置による影響を受けていることが明らかにわかる。

そのほとんどは、福建、広東両省の沿海部の都市に集中している。ただ

し、中国各地で引き続き発展を遂げ、さらに台湾企業の投資の動機が中国

の内需市場を占めることに転向してからは、台湾企業の投資する地域も

徐々に拡大した。本来の華南地域から華東地域の揚子江デルタ（上海、蘇

南、浙北を含む）および華中地域の武漢地区に広がった。

台湾企業が中国に進出した初期の頃は、東莞地区を中心とする珠江デル

タを投資の集中地域とした。このため、珠江デルタは台湾企業が初めて出

現し、闊歩する地域となった。電子情報産業は1990年になってから、製

造工程に労働力を密集させる製造活動を徐々に行うようになった。珠江デ

ルタに進出した当初は、主にコンピュータの周辺機器、もしくは部品を生

産した。1994年以後はデスクトップ型コンピュータのアッセンブリーラ

インが珠江デルタに移転されて生産が始まった。中小企業と大企業との供

給リンクの緊密な連結、もしくは衛星工場の方式で生産の集落を徐々に形

成して行った。その後、中国の再開放にともないさらに発展した。その地

域の位置する地理的優勢を生かして電子情報産業は蘇州地域に転じて工場

を設けた。次いで、昆山、呉江に拡大し、さらに上海と、その中心部を取り

囲む地帯に至った。製品には、コンピュータの周辺機器、マザーボードか

ら始まり、近年に至ってノートパソコンをも生産するようになった。この
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ため、華東地域は、電子情報産業のもう一つの生産集落となり、かつ揚子江

デルタは、台湾企業の集中するもう一つの地区へと急速に発展して行くこ

とになった。しかも、各種産業の集合する効果は、絶え間なく拡大している。

③　ネットワーク全体の移植と現地化との間の関連性

台湾企業が中国に投資をしたのは、たとえば労働力、原料、土地などの

廉価な生産要素に目を付けたからである。台湾の伝統産業と労力密集型の

製造業は、これらによって製造コストの削減至上命令ともいえる重要な課

題である。同時に、台湾通貨の高騰と、原材料の価格上昇といった、国際

的な経済環境の背景もまた、台湾企業に競争上の困難を生じせしめた。こ

れで、中国の廉価な生産条件を利用して製造コストを削減し、国際的な経

済環境の変化に対応する―これこそ、初期における台湾企業の中国投資

にかかる主要な原因と動力である。

台湾企業が中国で選んだ投資地点は、客観的な条件（たとえば市場の潜

在能力、十分な労働の供給など）を有する以外に、現地の地方政府の官吏

に説得されたケースもあり
（29）
、「台湾を持って台湾を引き入れる」発展型の

戦略を求め成功させている。次いで、大規模な組立工場のラインも中国に

移転すると、その下流の中小製造会社は自主的に、もしくは止むに止まれ

ず、大企業について中国に投資した。たとえば、明碁電脳が蘇州に投資し

た場合、14社の加工工場も一緒に現地で生産するようになり、いわゆる

「親鳥が雛を連れて〔母雞帶小雞〕」のたとえ通りの状況となった
（30）
。ここで

注意すべき点は、大手のメーカーの中国市場でのシェアが拡張するにつれ

て、本来は広東と珠江デルタから、流通経路として好ましい揚子江デルタ

に生産基地と生産ラインが移転している点である。

このような生産形態は、協力ネットワークを有する台湾企業にとって、

すでに日常の習慣的なものになっている。このため、台湾企業が台資企業

協会間の協力ネットワークに基づいて中国で投資を行う場合には、その大

半がネットワーク全体を移植するという形態を採択し、台湾企業の中国現

地の協力ネットワークに産業のクラスタ・エフェクトを集中的に形成させ

ている。それがハイテク産業であろうと、伝統産業であろうと、いずれも
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このような現象が起きている。たとえば、ハイテク産業においては垂直分

業型の協力ネットワーク全体が中国に移植されている
（31）
。

台湾企業と現地の関係ネットワークへの埋め込みの程度について言え

ば、耿曙と林家煌両氏は、経験の研究階層面から、産業クラスタ、協力

ネットワークおよび思惟の依頼構造の三者間の互いの影響を介して、台湾

企業の現地化の履歴を研究している
（32）
。その研究によって、台湾企業のネッ

トワークとクラスタの現地化の過程は、その進展が十分に緩慢であって、

多くの協力ネットワークは中国の現地メーカーに開放されていないことを

発見した。目下蘇州南部地区に台湾企業のネットワークが構築されている

が、本来の台湾企業のネットワークのみを移植して再構築したにすぎな

い
（33）
。「訪問しても部屋には入らず」このたとえは上述の現象を如実に表し

ている。その言わんとする意味は、台湾企業自身の関係ネットワークと協

力体系は、依然として自我の指向性が頗る強い社会関係系統である。中国

の政策による誘因は、実質的な成果を完全に獲得していない。と言うの

も、台湾企業の関係ネットワークは依然として閉鎖的で、内部の社会資本

を操作する過程にある。これは、中国が政治的操作を通じて貫通、もしく

は浸透できるとは限らないことを意味する。したがって、如何にして制度

化、規範化された政治と組織形式を介して、台湾企業の関係ネットワーク

と、ネットワーク全体の移植の効果を現地化し、当地化すべきか、そし

て、ここからどのようにして政治的、経済的、社会的作用を発揮すべき

か、これは、中国が台資企業協会を掌握し、かつ「台湾企業連合会」を構

築するための主要な動機と背景である。
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３　中国政府の台湾企業と台資企業協会に対する支配の強化

前掲の分析の如く、台資企業協会の重要性と、中国政府の台資企業協会

掌握の政策分析は、やはり主に巨視的な対台湾政策による調整と、中国、

台湾の貿易構造の転換と、微視的な台湾企業の経営形態と、および社会関

係ネットワークによってなる。このような分析は、多重階層的な思考を提

供する。言い換えれば、外部における環境の変化（中国、台湾の政治、経

済関係）、内部制度の変遷（対台湾政策政策の調整）、および行動者の理性

による選択（台湾企業の経済的生産と社会との関係）との三者の互いの連

携関係は、本研究をして、さらに空間の観念と現実感を持たせる。
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（1）台資企業協会の組織分析―強い国家、柔軟かつ堅牢なネットワーク、

薄弱な協会下の組織機能

台湾企業西進の潮流は、新興集団の主要な組織形式として、その台資企

業協会の役割と重要性とを軽視することはできない。台資企業協会の研究

に関して、耿曙氏は、これを幾つかの重要な方向に帰納した。実際面の観

察について言うのであれば、台資企業協会の組織の強弱は、一つには台湾

企業は集団行動を採ることができるか否かに掛かっている。有利な経営条

件を協議するとともに、さらに台湾企業同士で互いに援助して中国の圧力

に抗することができるか否かという点にも及んでくる。理論面の観察につ

いて言えば、台資企業協会組織の強弱は、一般の「任意団体（voluntary

association）」の組織的困難性に関連し、また台資企業協会の独特な制度

の環境にも関連する
（34）
。

現段階における台資企業協会関連研究に対する制限に関し、耿曙氏は次

のように指摘する。すなわち「一般的な研究は、台資企業協会が対岸で台

湾人の力を結集させた代表的な組織となっているからには、経済的にも、

社会的にも、はては政治の階層面においても、いずれも大きな発揮の空間

を有する。よって、極めて高い効能を有する『強大な組織』となっている

と看做すべきである。そして、政府と台湾企業との間で斡旋の役割を担い

……組織の効能の強弱は、制度による環境の厳格性の程度によって決ま

る。周知のように、中国は仲介組織が自由に発揮することを許す国ではな

い。しかも社会の力のクラスタ化は、組織的構造に頼らざるを得ないとは

言い切れない。したがって、台資企業協会の帰納と位置決めは、整理し

て、はっきりさせる必要がある
（35）
」。

耿曙氏は、台資企業協会の組織的効能（organizational effectiveness）と

制度による環境（institutional environment）の関係は、重要な構造分析の

対象である。簡単に言うと、組織の効能は、往々にして二つに類別され、

かつ向かい合う効能に関係してくる。これは、「メンバーシップの論理

（logic of membership）」と、「支配の論理（logic of influence）」である。相

対的に言うと、分析を行う独立変数は、台資企業協会の存在する「制度の
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環境」から来るものである。制度の環境の範疇は極めて広い。国家が監

督、保護する「正式な制度」を包含し、また一般的な社会的組織の「非正

式な制度」をも包括する。さらに、両者の連動によって派生する「執行規

則」にも関連してくる。簡単に言えば、両者の関係は一般的な「組織と制

度」の構造分析である。この分析構造は、台資企業協会の政治的、経済

的、そして社会的効能に直接関連してくる。研究を「機能による主導」の

分析の意義に繋ぎ止めるとともに、アクティブで累積的な内容を備える。

本論文は政治的資本、経済的資本、そして社会的資本の三つの角度から、

台資企業協会の組織的構造を論述し、かつその制限を分析する。それと同

時に、中国政府が制度の環境において進行させている調整（「台湾企業連

合会」出現の政治的、経済的意義）を説明する。

（2）各種の資本の運営―政治的資本、経済的資本と社会的資本

人の理性は構造転換を拠りどころとし、背景とする「情景の理性」であ

る。ただし、その基礎はあまりにも巨視的であり、抽象的である。このた

め行動者のさらに客観的な理性による計算の基礎を構成することは難し

い。行動者の理性は与えられたものではなく、天性のものでもなく、空想

の賜わりものでもなく、現実の生活における「権力」、「資源」そして「関

係ネットワーク」に憑依し、もしくは埋め込まれているものだと信ずる。

構造転換の過程において、政治的権力、経済的資源、そして社会関係も

微妙な変化を発生させるものと仮定した場合、この種の変化は行動者の理

性的な計算の基礎を構成する。この他、行動者が異なる行為の慣性、もし

くはリスクの嗜好を有することから、この3セットの関係の重要性と意義

もまた、作用の変化と転換が発生する。言い換えれば、構造の変遷と行動

者の理性とが互いに連動する過程において、権力と資源の関係は1セット

の転換の「仲介変数」となる。同時に、政策制度の変遷条件を解釈する項

目でもある。

前掲の仮説をさらに一歩強化するためにフランスの社会学者ピエール・

ブルデュー（Pierre Bourdieu）の「社会資本（social capital）」と「フィー
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ルド（field）」に対する限定と研究成果を思考延伸の基礎とする
（36）
。ピエー

ル・ブルデューは、異なる類別の資本は特定の「フィールド」のみにおい

て有効であるが、各種資本の間では転換することもできると見ている。こ

れをさらに一歩進めて言えば、フィールドは各種資本を提供し、互いに競

争させ、比較と転換を行うために必要な場所である。逆に言えば、フィー

ルド自体の存在と運営は、各種資本の交換と競争に依存してこそ維持する

ことができる。フィールドは各種資本を以って競争した結果である。した

がって、如何なるフィールドであろうと、常に個人、もしくは集団の行動

者が、自己の擁する各種資本について比較を行い、交換と競争を行う一種

の闘争の場となる。これらの行動者が自身の有する資本を互いに維持し、

もしくは変更して、その資本の再分配を行う場所である
（37）
。

一つのフィールドは各種の位置の間に存在する客観的な関係の「関係

ネットワーク」であると定義することができる。これらの位置を決定する

要素は、主に2方面にある。一方では、異なる類型の権力、もしくは資本

の分配構造における各種の位置の「実際」と「潜在」の状況による地位で

ある。もう一方は、これらの位置の彼我の客観的関係である、この両方面

は密接に交錯して一体となっている、行動者は自己の有する資本を頼みに

して、さらに多くの権力、もしくは資本を争って奪い取り、ここから

フィールド内部で支配的な地位を占めるようになる。異なるフィールドに

おいて、異なる類型の資本（経済的資本、政治的資本、社会的資本など）

の価値と等級は、それぞれ異なる。特定のフィールドにおいて比較的高い

価値と有効な資本を顕示することは「強勢資本」と称する。その他は「弱

勢資本」である。特定の時期に二つの数量が同等の資本の個体が存在すれ

ば、その地位は恐らく異なっているであろう。大量の経済的資本を有する

一方で少量の分化的資本を有する者、そして大量の文化的資本を有する一

方で少量の経済的資本を有する者。身をおく社会的地位と空間は、必ずし

も同様とは言えないだろう。だから、一人のゲーム空間における地位と

ゲームの戦力を決定するのは、その者の有する資本の量のみならず、何種

類の類型の資本を有しているのか、また資本の特定期間における比較値に
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ついても見なければならない。この資本の数量と構造は、経時的に演算さ

れる函数である
（38）
。

①　政治資本の運用

基本的な意義から見れば、いわゆる政治資本とは、政府／政権を介して

獲得した資源と影響を指す
（39）
。そして、観察は政府と政権の政治的資本の流

通経路に作用する。これをさらに一歩進めて区分すると「プレッシャーグ

ループモデル」と「レントシーキングモデル」とに分けることができる。

前者は有効な組織を介し、集団行動で必要とする資源と影響力を獲得する

ものであって
（40）
、後者は交遊、行き来を介して双方に特殊な関係（particular-

istic ties）を結び、予期する資源と影響力を獲得するものである
（41）
。

「集団行動」の階層面から観察した場合、中国の台湾企業が相対するの

は、何から何までかまう一方で、市場の運営を知らない地方政府である。

よって、互いに歩調を合わせ、行動を連結させて協議に反映させてこそ、

はじめて本来得られるべき権利と保障を勝ち得ることができる
（42）
。台資企業

協会のメンバーの身分は、ちょうどこの種の集団行動、組織的利益の構造

とするに足りる。「客観的ニーズ」からの促成によって、台資企業協会を

有利な組織構造に発展させることが容易になった。さらに、「特殊な関係」

を観察してみると、台湾企業が遠く中国に赴いた理由は、優遇政策を追い

求めたことがキーポイントとなる
（43）
。よって、台湾企業は往々にして現地の

官吏と常に連動して関係を結ぶ必要に迫られている。利益を共有して共存

できる連盟を形成することが最も好ましい。言い換えれば、台資企業協会

は双方が連動するためのルートであって、他方では台湾企業の発展に関連

するためのルートでもある。

一般に、台湾企業が台資企業協会に依存して政治的資本を入手する方式

には、二種類のルートがあると考えられている。一つは正々堂々とテーブ

ルにつき、政府と値段交渉を行う方法であって、集団の力を運用して政策

の転換を迫り、自己に有利な資源を開放させる。もう一つの方法は、水面

下で人的関係を介して、裏口を利用する。このような脈絡の下にあって、

台資企業協会は政府に接近するためのルートに充当される。彼らはレント
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シーキングの中から政府と財界が利益を共有して共存できるメカニズムを

発展させ、さらに一歩進めて、金と権力との取引をなす共犯関係を構成す

る。

だが、中国政府の政治と行政とによるコントロール下にあっては、台資

企業協会が前掲の二項目の機能を発揮することは難しい。先ず、集団にお

いて互いに連動する階層面について言えば、中国政府は台湾企業の集団行

動を奨励しない。仮に台資企業協会が歩調を揃えて公開の場で台湾企業の

権益を勝ち取ろうとすれば、政府は往々にして引き伸ばしと押し潰しを

図ってくる。ここから。一般に台資企業協会をして自ら手足を縛り、連携

行動と公開の抗争の機会を自ら遠ざけてしまうことになる。

さらに、台資企業協会の直列を避けるために、近頃中国政府では、いわ

ゆる「帰口管理（管理の対象を部類、性質、特徴などで区分して、相応す

る管理部門によって管理する）」を進行させている。端的に言えば、垂直

タイプの「台湾企業連合会」の組織で全体的な資源の分配を実行しようと

している。こうしてこそ中国政府は台湾企業と台資企業協会に対して、相

対的に独占的な地位を有することができる。もしくは、台湾企業と台資企

業協会は中国政府に対して一種の「組織的依頼」の関係を形成していると

も言えるであろう。

最後に、中国は憲法において人民の集会、結社の自由を明文化している

ものの、実際にはあらゆる民間の団体に対して「二重管理システム」を実

施している。いわゆる二重管理システムとは、およそ団体成立の審査申請

から、登記、年度の審査、変更または解散登記、監督管理から団体の処罰

に至るまで、いずれも主務官庁の審査による同意を得た上で、該団体の発

起人によって登記機関に届けを提出しなければならない。台資企業協会関

連業務の主務官庁は国務院台湾事務辦公室である。登記機関は国務院と各

級民生部門である。実際に運営する上で、委託を受ける行政単位の長官ま

たは幹部は、往々にして団体に対する認可を団体への参与にまで延伸させ

る。彼らは実際に会長、副会長、秘書長、または名誉会長や顧問に就任し

ている
（44）
。台資企業協会にしても例外ではない。各地の台資企業協会の副会
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長または秘書長は、いずれも台湾事務弁公室の人員が兼任していて、台資

企業協会の自主性をかなりの程度まで制限している。

中国の政府にとって言えば、主に台資企業協会の運営を介することに

よって、台湾企業をして政治的な効能を発揮するという役割を負わせるこ

とができる。この種の政治的な影響について、耿曙は「中国の台湾に与え

る影響」ならびに「台湾の中国に与える影響」の二大カテゴリーから、さ

らにはその影響に基づく台湾企業の役割の能動性、受動性に関して、さら

に一歩進んで、次の四種類の「台湾企業の役割」に区分した。先ず、「中

国の台湾に与える影響」について、その階層面を観察すると、台湾企業の

果たす役割は「人質となる台湾企業」（Taishang as the hostage）と「手先

となる台湾企業」（Taishang as the agent）とを含む。次に、「台湾の中国

に与える影響」の階層面について言えば、台湾企業の果たす役割は「パー

トナーとなる台湾企業」（Taishang as the a partner）および「ロビイストと

なる台湾企業」（Taishang as a lobby）が存在する。このような分類の構造

を表2にまとめる
（45）
。

表2　台湾企業の政敵役割の類型

国への影響
台湾企業の役割

受動的な台湾企業 能動的な台湾企業

中国の台湾に与える影響 人質としての台湾企業
（Taishang as the hostage）

手先としての台湾企業
（Taishang as the agent）

台湾の中国に与える影響
パートナーとしての

台湾企業
（Taishang as the a partner）

ロビイストとしての
台湾企業

（Taishang as a lobby）

資料：耿曙、林琮盛「全球化背景下的兩岸關係與台湾台商角色」中國大陸研究第
48卷第1期（台北：2005年 3月）4頁。

いわゆる「人質」の意義は、台湾企業を台湾政府に対する恐喝の人質と

することにある。これと相対的に台湾企業は中国の圧制に協力し、台湾

政府にロビー活動を行う「手先」もしくは「準利益／圧力団体」（Quasi-

interest/pressure groups）
（46）

となる可能性もある。別途、近年における中国

の急速な経済発展にともない中国沿海部の「地方政府」と「投資する台
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湾企業」との間では、常に一種の「利益共生」（symbiosis）の関係を形成

する。このため台湾企業は地方政府の「ジュニアパートナー」（junior

partner）となるに過ぎないものの、その地方においてはかなえの軽重を

問うほどの経済的な力を得ることができる。同時に、これに基づいて潜在

的な政治的影響を獲得することができる。最後に、中国、台湾の経済貿易

の関係が日増しに頻繁となり、西進する台湾企業が勢力として発展するに

つれて、基本的には、すでに「ロビイスト」、または「準利益／圧力団体」

の地位を得ていることになる。自身の物質的利益、および政策の主張に対

して、組織と集合体の形式を介してこれらを伸張させ、台湾企業の政治的

影響力となす。もしくは、これによって時勢に乗るかの如く影響力を発生

させる
（47）
。

ここで注意すべき点は、この種の利益の構造は、政府の権威と合法性と

いう前提として運営されるという点である。言い換えれば、台資企業協会

の自主性と自由度は政治資本の体系の下に「埋め込まれ」、その活動空間

と協調する範囲は、政府の設定した枠組みを自ら超えることができない。

したがって、「コーポラティズム」、もしくは「地方統合主義」（local state

corporatism）の基本的な構造を有する
（48）
。深く掘り下げて説明すれば、中国

の国家と社会の関係は「コーポラティズム」のパターンを以って解釈する

ことができる。そのキーポイントは、依然として、国家は社会に対して限

りある束縛の解放のみを願っていることにある。政治系統を代表して束縛

を振り切った社会の力を警戒し、将来共産党統治に危機を及ぼすのではな

いかと危惧する。政府の民間団体に対する運営に下限を設ける。「原則上、

第三部門は生存し、発展してもよい。ただし、現有する政治的権威に対す

る挑戦を構成することは絶対にならない」。中国は台資企業協会に対する

管理政策に、このような政治的意義を体現した。童振源氏は、北京当局が

このようにすることは、三つの恐れる事情があるからだと指摘する。第一

に、台湾企業が台資企業協会を通じて台湾の経験（資本主義、自由）を広

め、中国に対して平和的変転を進行させる。第二に、台資企業協会は中国

に浸透する、もしくは転覆させる組織になり得る。第三に、恐らく中国政
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府に圧力を掛けて、ここから台湾の外交カードとなる
（49）
。

別途、各地の地方政府は「自己に利する」観念から、現地の台資企業協

会との関係を発展させて、水面下の関係ネットワークを介して各種の取

引、レントシーキング行為を進行させている。このような状況下は、往々

にして中央政府の対台湾政策に「政令不出（『政令不出中南海』ともいう。

政令が党首脳部から出ないの意」）もしくは「上には政策、下には対策」

の効果を生じさせている。中央政府の対台湾政策の政治性、一貫性、およ

び有効性を強固なものにするために、同時に受動的に台資企業協会を国家

の組織的依頼の資源分配体系下に「縛り付ける」ために、自主的にロビー

活動を行う行動者を備えさせないようにする。だが、同時に中国に必要と

する政治的統一戦線、経済的生産、および社会関係ネットワークの構築を

兼ね備えるようにさせる。よって、政治的資本、経済社会の資本を操作す

ることでき、台湾企業と台資企業協会の主要な内容の管理者となり得る。

言い換えれば、「台資企業協会に対する『帰口管理』」が、昨今における政

府の行政管理の主要な方向となっている。このような管理政策は主に「国

家能力」の再建設（伝統的な『専制能力』以外に、組織と社会の資源とを

動員する『基礎能力』を含む）および「国家統合主義」上に再現される。

したがって、管理の集中化以外に、政策の執行能力と有効性をも考慮しな

ければならない。このような背景の下にあって、「台湾企業連合会」の成

立は北京当局の客観的な政治、経済上のニーズを反映していると言える。

②　経済と社会資本の運用

伝統的な社会ネットワークは、主にいわゆる「個体とクラスタとの間の

承認と帰属の関係」および「個人が社会ネットワークを利用して獲得する

社会的資源」を解釈している。社会関係の構造を分析する上で、基本的に

ドイツの社会学者ゲオルク・ジンメル（George Simmel）の「社会ネット

ワーク理論」を基礎とする
（50）
。ここで注意しなければならないことは、いわ

ゆる社会ネットワークに関係する個人は「単独で孤立した一人からの出

発」ではなく、「その者が所在する社会ネットワークの角度から着手する」

ことである。「個人がネットワークに進入する場合、彼はこのネットワー
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クの一つの点となるのみならず、その他のネットワークに関係する者を現

在のネットワークに連れてくる」。アメリカの社会学者ロナルドブランダ

イス（Ronold Breiger）は、これは一種の「空間における二つの平面の交

錯であって、平面はクラスタの関係を表し、交錯する直線はいわゆる関係

の二重性を表す」と認める
（51）
。したがって、中国、台湾の社会関係の構築と

発展を運用する場合、社会関係ネットワークの下における各種身分の承認

と帰属、および行動者のネットワークにおける経済的資源と分配の問題に

関心が寄せられる。

他方では、経済的生産と社会関係の角度から見ると、台湾企業と台資企

業協会は「連鎖団体」もしくは「連結コミュニティ」に帰納させることが

できる。「連鎖グループ」（または、『連鎖団体』と『連鎖コミュニティ』）

とは何か。林碧炤氏は、アメリカの政治学者ガブリエル・アーモンド

（Gabriel Abraham Almond）の観点を引用して、いわゆる「連鎖団体」は、

その主要な立論の基礎を「多元化した社会の各種異なる利益団体のいずれ

もが、決議……（それが内政であろうと、外交であろうと）に対して、影

響力を有する
（52）
」ものと認める。この種の定義は「社会を中心とする」観点

から出発し、政策の制定と産出を説明する。民間における社会と利益団体

の変貌は「上から下へ」の影響の過程である。

他の階層面から見て、魏鏞氏は、いわゆる「連鎖コミュニティ」（linkage

communities）とは、「分裂国家の双方の効能を整合させる実際の過程を描

く」ものであり、「『多重体系国家』の一方の内部に人群れの人民がいて、

他の体系の人民とコミュニティが広範な社会、文化、ビジネス、その他形

式のコンタクトを備え、その結果彼らが体系の境界線を踏み越えて、別の

体系の中の人民と社会との間にかなりの程度の理解、敏感性そして情感の

関係を発展させる」ものと認めている
（53）
。魏鏞氏の定義によれば、「『連結コ

ミュニティ』の類型に属する人民は、境界線を越えて他の体系の中の個人

集団と頻繁に接触するのみならず、自身の政治体系内において属性の類似

した経験を持つ人民との密接な連結を保持している
（54）
」。この言葉の意味す

るところは、魏鏞氏の定義は二つの体系間の関係ネットワークの連動、接
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触、交流から派生する各種効能意義、およびその「整合」に対する影響を

比較的偏重している。深く入って言えば、その推論の基本的な仮説は「社

会中心論」ではあるが、だが、重点は「二つの体系」の横方向の民間の社

会交流であって、単一の体系における垂直方向に連動する関係ではない。

さらに重要な点は、その内部の論理は国際関係の整合理論中の「効能主

義」に近似して、いわゆる「人民の交流と連動を経ることによって、経

済、社会、政治の整合に至らしめる可能性がある……」ことを強調してい

る
（55）
。

台湾企業は、台湾海峡両岸の重要な「連結コミュニティ」を主に「関係

ネットワークの生産性」もしくは「関係資本主義」の分析に体現してい

る。その具現化しようとしているものは台湾企業の特殊な企業組織のネッ

トワークの特性である
（56）
。さらに一歩進めて言えば、台湾企業の組織的ネッ

トワークの構造は、基本的にはファミリー式のネットワーク上に構築さ

れ、非ファミリー式の個人の関係ネットワークにまで展開させる
（57）
。特定の

生産関係におけるメンバーの信頼関係は、ネットワークの協調、整合のた

めの重要なメカニズムである
（58）
。個人間の信頼関係は、常に正式な契約関係

よりもさらに重要とされ、低コストの取引、および関係ネットワークの弾

力性の度合いの増進は、かなりの程度の効能を備える。さらに、ネット

ワークのメンバー間の連携もまた、かなり多くの標準化できない知識と価

値ある情報を提供する。ここから、ネットワークのメンバーの学習、マー

ケッティング、そして投資能力を増進させることができる。したがって、

台湾企業の中国の生産基地におけるネットワークの構築からみれば、ファ

ミリーネットワークと人間関係は、会社の間にネットワークのキーポイン

ト基礎のため、台湾企業は海外でのネットワークの構築はかなりの大きさ

の比例で、台湾において構築した生産関連ネットワークを移植し、これに

基づいて更なる発展を遂げている。

経済的生産の意義以外に、関係ネットワークは社会的な効能と役割を備

える。互いの情報交換のみならず、中国人社会においてこの種の社会関係

ネットワークの強力な連結は、強力な動員力を有し、互いに影響を与え
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る
（59）
。「身内の者」は往々にして明らかな独占的地位を取得することができ

る。中国に所在する台湾企業にとって、自身が単独で国の外にあることか

ら、多くの友人を作りビジネスのサポートにしたいと願っている。これに

加え、自身が知らない土地に所在すれば、人の顔色をうかがわなければな

らない。互いの信頼と助けがあってこそ、人脈の展開と資源の動員を介し

て狭間を抜け出して経営上の勝利を勝ち得ることができる。台資企業協会

のメンバーの身分は、正にこの種の独占的な互恵の基礎を構築するのに足

りるものである。この種の現実的で客観的なニーズは、中国の台資企業協

会に対する経済的資源の独占的分配関係の強化をさらに提供する。

前述する分析の構造下にあって、学術界は台資企業協会の経済社会にお

ける機能に深く立ち入り解析する。多くの学者は、中国人社会は社会の組

織が「自己と自己に近いところを第一として、その距離に応じて社会関係

に差をつけ、遠いところよりも近いところを優先させる〔差序格局〕」に

よる支配を深く受けていると見ている
（60）
。よって、互いの資源の動員の範囲

は、往々にして親密な、または長く続いた個人の関係のみに限定される
（61）
。

このような背景下にあって、台湾の中小企業の弾力的な特性は、主に濃密

な人的関係を介して資金を集め、分担してオーダーを受け、労働力資源の

調整を行う点に表現される。このように、人的濃度の極めて高い信頼に依

存している
（62）
。この種の「平行する整合」は「擬似的なファミリーの連帯」

とも称する。ファミリーの連帯関係を非親族の人的関係ネットワークにま

で拡散させていることになる
（63）
。

ここで気を付けなければならないことは、地方政府の台湾企業と台資企

業協会に対する経済的優遇措置は、地域の発展の程度の高まりにしたがっ

て、徐々に減少し、台湾企業の集団としての価格協議能力が弱められて行

くことだ。初期の頃、地方政府は財源を増やすため、業種、もしくは企業

の規模を問わず招き入れた。その地域に経済的発展をもたらす企業であれ

ば、すべてそのまま受け入れた。これが80年代の第一次台湾中小企業移

転の波を直接促した。経済ブロックが珠江デルタから揚子江デルタに移行

するにつれてハイテク産業の連携するクラスタと、その地理的分布も徐々
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に定型化して行った。昆山、吳江などの上海を中心とする衛星都市も、台

湾資本による IT産業が密集する地域となった。ハイテク産業が上海にお

いて重鎮をなすようになり、地方政府と台湾企業にあった優勢な権利は、

徐々に投資した台湾企業から行政の決定権を有する地方政府の手の中へ移

行して行った。彼らは、企業と産業の篩い分けを行った（昆山が、その最

も明らかな例である）。ここから台湾企業の関係ネットワークの基本的な

構造が変化し始め、同時に台資企業協会の経済社会の効能に影響を与え

た。

関係ネットワークと連結コミュニティの理論に掛かる仮説は、台湾海峡

の両岸の社会関係ネットワークの分析をさらに多元化、空間感、効能性に

向かわせた。のみならず、同時に「社会資本」の概念も我々の研究の枠組

みに引き入れた。だが、問題なのは、連結コミュニティの理論の脈絡にお

いて、社会資本と関係ネットワークとの関連、もしくは実際の運行形式、

たとえば如何にして極大化するのか……などの重要な問題について、有効

な論証を行わなかったことだ。これら未完の論述については、筆者はロナ

ルド・S・バート（Ronald S. Burt）が、その著作「競争の社会的構造：構

造的空隙の理論」（Structural Hole: The Social Structure of Competition）で

提起した「構造的空隙」の観点で構造を補強することができる
（64）
。ロナル

ド・S・バートは、ツール的と功利性の角度から関係ネットワークを見て、

関係ネットワークを一種の「資本」と見なし、「投資」が必要だとした。

個人は意識的な（ツール的な）理性による選択と行動で関係ネットワーク

を構築する
（65）
。

如何にして有効な社会資本を創造するかについて、ロナルド・S・バー

トは、最も重要な点は重複する「関係」を減少させなければならないこと

だと認める。そして、自己をして他人の橋梁とし、もしくは関係ネット

ワークのノードとする
（66）
。いわゆる「重複した関係の減少」とは、関係ネッ

トワークの位置の中心の程度（degree centrality）を重視し、強力なノー

ドを構築してリンクすることである。そして、そのリンクを介して自己の

関連するネットワークに浸透する
（67）
。いわゆる他人のメッセンジャーとなる
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橋梁、もしくは関係のノードに至っては、いわゆる「構造的空隙」

（Structural Hole）の創造に関連してくる。関係ネットワークのノード間の

情報を伝達できない、もしくはお互いの関係をリンクできない。これはそ

の間に「構造的空隙」が存在することを表している。「構造的空隙」を創

造することは、自己をして情報の伝達者、もしくは関係ネットワークの

ノードとなることである。つまり、自身で「構造的空隙」を埋めることで

あり、関係ネットワークにおけるノードの能力は、その者によってリンク

を獲得する
（68）
。

台湾の中小企業は関係ネットワークを介して事業の版図を発展させる形

態を採り、中国の台資企業協会の成立させるべき経済・社会条件を構成し

た。このような台湾企業の関係ネットワークは、中国において「基幹産業

／衛星工場の連動」、「ネットワーク全体の移植」および「生産のクラスタ

化」などの効果を形成した。これらは、中国の対台湾政策、および台資企

業協会の組織管理の重要な社会的背景となった。簡単に言えば、台湾企業

は特殊な経済社会の慣性を有する。台資企業協会の運営を介するだけで、

台湾の関連産業「基幹企業」と「指標企業」を見つけ出すことができる。

仮にこれら重要な企業をして中国に投資させることができれば、その関連

するパートナー企業および関連ネットワークも併せ中国に複製することが

できる。これは一種の掴み取りによる社会資本の運用である。別の面から

言えば、台資企業協会が複数組の台湾企業の関係ネットワークを収集する

ことによって、中国、台湾の社会関係において「構造的空隙を埋め合わせ

る」「代理人」（agent）の役割を同時に演じることができる。これは台資

企業協会自身が強大な関係「リンクポイント」であることを意味する。そ

こには綿密で複雑な情報の内容が存在し、台資企業協会を掌握することは

情報代理伝達のインターフェイスを掌握することになる。他方では、さら

に台資企業協会を「媒介組織」と見なし、政府に協力していわゆる「導入

し、出て行く」の機能を執行することができる。
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４　おわりに―新たな思惟の下での台湾企業の研究

（1）国家中心と社会中心の思考の幻想からの決別―コーポラティズム

の思考

「国家中心説」の基本的な仮説における中国、台湾政府のいわゆる「二

国間のモデル」は、いずれも絶対的、かつ十分な「国家能力」を有して政

策の制定と執行を行うものである。これは、国家は「権力の論理」と「統

治」の思惟の下において、社会の変貌に対し「上から下へ」の統御と資源

の分配を行う過程で、「専制能力」の運行の下、国家は経済行動者と社会

集団の「自主性」を抑制することができることを意味するのみならず、さ

らに完全な政治的意思と執行能力を体現することを意味する。この点から

見れば、台資企業協会の政治的、経済的、社会的機能は、恐らく過度に軽

視されているのであろう。

「社会中心説」は、経済社会の変数は中国、台湾の関係と対台湾政策の

主要な変数であると認める。これは、「多元主義」と「整合理論」の仮説

の下において、国家の変貌に対して「上から下へ」の浸透と資源配分を行

う過程での社会の有する絶対的な自主性の条件下では、国家は経済社会の

利益を体現し、反映する者に過ぎないことを意味する。経済的整合誘因と

社会ネットワークの機能は、国家の合法性を超越する以前において、政策

制定の脈絡と方向を主導している。ここから見れば、台資企業協会の政治

と経済社会の機能を拡大しているとは言える。

だが、「国家中心説」と「社会中心説」の仮説は、往々にして中国、台

湾の政治の現実と、対台湾政策の内容との間に巨大な落差を生じさせてい

る。同時に対立と決定論の幻想の中に陥っている。「国家中心説」につい

て言えば、中国、台湾の関係に民間社会の変貌が出現し始めると、政府は

唯一の分析ユニット、もしくは行動者ではなくなってくる。さらに重要な
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点は、北京と台北の政治上の対立分岐は、却って民間社会の相対的な重要

性を増加させる点である。また、国家の能力について言えば、両国政府

は、いずれも自身の有する社会の利益、団体の利益の絶対的な自主性を超

越することができない。北京側について言えば、主要な問題は、その宣告

する政策の合法性を有効に台湾内部へ波及させることが難しいという点で

ある。政府の掲げる最高政治原則と、中国、台湾関係の終局的なアレンジ

が、台湾政府、もしくは民間に受け入れられたことはない。別途、中国、

台湾の民間交流で構築されるコミュニティと関係ネットワークは、厳然と

して無形の制度と価値の規範を形成している。そこに有する理性の論理、

利益の計算は、往々にして北京の伝統的な国家能力を理解し、束縛できる

ものではなくなっている。政治の合法性、主権本位および権力の操作を過

度に強調することによって、経済社会の自主性と浸透の効果を無視するこ

とになり、これに加えレーニンの党国体制の「専制能力」制度の慣性によ

る牽制で、却って中国の対台湾政策の合法性不足、戦略の受動性、政策効

果の不明瞭などの問題が生じる。これは中国の国家能力と政策効果の再構

築の意図を構成するものであり、特にコーポラティズムの政治経済分配構

想を再構築し（コーポラティズムとその他政治経済発展の類型の比較は表

3の参照）、台資企業協会を「組織的な依頼」の枠組みの下で継続して運

営させるものである。
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表3　極権主義、多元主義、国家統合主義の比較

類型
比較の変数

極権主義 多元主義 国家統合主義

方法論 国家中心 社会中心 新制度主義

分析階層 巨視的 微視的 中間層

制度の前提 合法性 経済的生産 合法性の前提下で
の利益分配

国家と社会の関係 国家が社会を抑制
する

社会が国家に浸透
する

社会が国家に埋め
込まれる

政治と経済の関係 政治が経済を支配
する

経済が政治を主導
する

政治と経済がイン
タラクティブする

政府と市場の関係 計画経済 市場経済 国家資本主義また
は混合型経済

資源分配の過程 上から下へ 下から上へ 埋め込みと協調

行動者 政府政策決定者と
利益分配者

利益のロビイスト
と利益既得者

在両者の間に存在
する仲介変数

分析の標的 ファシストと共産
国家 資本主義國家 東アジアモデルと

新興工業国家

資料：筆者によるもの

（2）台湾企業と台資企業協会に対する国家能力の再構築

国家能力の再構築もまた、胡錦涛の対台湾政策の政治的資本の一環であ

る。レーニン式の党国体制の慣性の影響を受けて、中国の国家能力は、そ

のほとんどが「専制能力」と「鎮圧能力」の本質に向かっていった。典型

的な「上対下の『統治』と『権力』との関係」に属する。改革開放以来中

国はいわゆる政府の職能の調整を強調してはいるものの、「国家と社会」、

「政治と経済」、「政府とマーケット」は依然として統制、制御の暴力関係

にあり、前掲の「三つのアンバランス」関係を形成するのみならず、同時

に対台湾政策に「政府の機能喪失」と「市場の機能喪失」の問題を出現さ

せた。伝統的な「専制能力」と「鎮圧能力」を主導する国家の能力の本質

を改変するために、中国は「国家の変数」と「社会の変数」の関係をどの

ように処理すべきか、考えざるを得なくなっている。
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対台湾政策と中国内部の経済社会発展との間の関係は、一種の「リニア

的なロジック」に過ぎない。このような背景の下にあって、対台湾政策と

中国の関連する内政計画とには、さほど多くの緊密な関連性、連鎖性、お

よび埋め込みの関係がない。それは一つの閉鎖的で独立した変数である。

もしくは、さらに仔細に言えば、対台湾政策とその他国内政策のリンク

は、高い階層での政治基礎と政治の目標上にのみ築かれるものであって、

低階層の政策目標、または経済社会発展の埋め込み関係は、決して強くな

い。さらに深く入って分析すると、仮に若干の関係リンクが存在していれ

ば、つまり「経済資源の導入と注ぎ込み」の機能的な基礎の上に築かれて

いれば、それは中国の全体的な経済社会資本を有効的に、フィードバック

的に対台湾政策上に運用することを難しくさせる。

簡単に言えば、中国の対台湾政策および台資企業協会に対するコント

ロールは、対台湾政策の調整の中に築かれる。対台湾政策の調整は、実際

には、中国政府の「政府機能の喪失」問題に対する反省から来ている。し

たがって、国家と社会の関係調整および国家能力の再構築は、前掲の政策

の重要な背景となっている。調和された国家と社会との関係の下にあっ

て、政治的資本、経済社会の資本を操作することによって、中国の政治経

済の利益に適合したものとすることができる。

（3）中国と台湾との政治的な対峙の狭間における台資企業協会の役割

台湾企業と台資企業協会の経済的行為は、完全な理性を表現するわけで

はない。台資企業協会の理性による選択は、全体制度の環境変化と社会関

係のネットワークが互いに影響しあう中に嵌め込まれたものである。それ

こそ「新制度主義」による、マイクロ構造とミクロ行為における一種の整

合分析に一致させることができる。

構造条件と制度の環境について言えば、主に中国の台湾に対する政策の

影響が受けられる。特に、胡錦涛が2005年以来採択してきた「権利を賦

与して、利益を譲渡する」および「台湾人民に希望を寄せる」の2項目の

政策において、政策の調整は中国政府が台資企業協会の経済社会的機能を
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狙わせただけではなく、同時に政策を施行する過程においてさらに多くの

政治的効果の達成を望むようにさせた。後者は、中国の社会団体に対する

管理、統制を受けたものであり、かつ台湾企業独特の社会関係ネットワー

クの方式によって牽引され、制約を受けたものである。台資企業協会の擁

する活動空間は一種の「埋め込まれた自主性」に過ぎず、やはり北京当局

の政治権威の枠組みと、経済資源の分配体系の中に置かれている。角度を

変えてみれば、台資企業協会の経済社会機能は北京当局の統治する合法的

な基礎の上に築かれている。せいぜい若干の機能的な経済社会における役

割を有する程度であって、浸透、もしくは国家の政府に対抗し得る能力を

備えているわけではない。このような分析は「国家統合主義」、「組織的な

依頼」の基本的な仮定に符合する。

このような背景の下にあって、本論文は政治的資本と、経済的資本と、

社会的資本を介して台湾企業と台資企業協会の機能と役割を分析してみ

た。そうしてこそ、「国家中心」と「社会中心」との決定論の落とし穴に

陥ることなくして、はじめて客観的現実的な色彩を備えることができる。

政治的資本について言えば、台資企業協会は、やはり北京当局の対台湾政

策における統一戦線の機能を確実に達成させることを主な目的とする。こ

れら統一戦線の機能について、本論文では「人質」、「仲間」、「ロビイス

ト」および「手先」の4つの内包する概念に区別した。経済的機能につい

て言えば、台資企業協会は、自身に経済的誘因を有していようと、最終的

にはやはり中国政府の経済近代化の目標達成を目指している。階層上の

利益を受ける対象が恐らく中央政府と地方政府であっても、形式上は恐ら

く正面と、水面下（値段交渉の協議とレントシーキングの関係）を有する

であろう。だが、ここで注意すべきは、中国地方経済の発展に伴い、台湾

企業の経済的な値段交渉が徐々に低下している。「科学発展観」と「調和

された社会」を求める声の下にあって、地方政府は往々にして台湾企業と

台資企業協会に対して、さらに多くの社会的責任を負うよう要求する点で

ある。このため、無意識のうちにさらに台資企業協会運営のコストが増加

する。
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最後に、社会資本の観点から見れば、中国、台湾の社会関係ネットワー

クには、すでに互いの埋め込み現象を呈し、その内包する社会関係も幾つ

かが具現化している。だが、それらの主要な関係は、やはり中国内部で作

用する。このような前提の下にあって、中国、台湾の関係には、依然とし

ていわゆる関係構造の空隙が存在する。台資企業協会は往々にして幾つか

のグループの関係ネットワークの集合体と情報のノードとなっている。台

資企業協会を掌握して中国、台湾の社会関係における構造上の空隙を埋め

合わせることは、取りも直さず、より緊密な社会関係を利用することにな

り、取引のコストダウンができることになる。のみならず、さらには台資

企業協会を利用して、いわゆる「エージェント」となり、「導入し、出て

行く」という、北京当局の提唱する政治の目的を遂行することができる。


